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　摂食障害群は女性に多い精神疾患である。この疾患は主に青年期に発症するが，一部の摂食障害は
30歳以降でも発症することが認められている。しかし，成人女性を対象とした食行動異常の知見は少
ない。そのため，本研究は 20－ 40歳代の女性 1500名が呈する食行動異常，および食行動異常と加
齢の関連を検証した。分析の結果，対象女性の 16~30％が重篤な食行動異常を示した（過食：21.1％，
代償行為：15.5％，過剰な食事制限：30.2％）。食行動異常と加齢の関連については，40歳代は 20歳
代よりも重篤な食行動異常を示すリスクが低かった。このことから，現代社会の成人女性における食
行動異常の蔓延が示唆されるとともに，摂食障害群のリスク要因である食行動異常に対する予防的介
入（心理教育など）や食行動に関する健康教育は，成人女性に対しても必要であると思われる。
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問題と目的
女性に認められやすい精神疾患の一つとして，摂
食障害（群）がある。女性は男性よりも摂食障害
群の罹患リスクが 12～ 18倍高く（Currin, Schmidt, 
Treasure, & Jick, 2005），コミュニティを対象とした
国外の疫学調査では，女性における摂食障害の生涯
有病率は 0.9～ 3.5％（神経性無食欲症 0.9％，神経
性大食症 1.5％，過食性障害 3.5％）であると報告さ
れている（Hudson, Hiripi, Pope, & Kessler, 2006）。摂
食障害は青年期に好発すること（Hudson et al., 2006）
から，国内外を通じて，高校生や大学生など青年期
にある女性を対象とした調査研究が数多く認められ
る。しかしながら，成人女性においても，摂食障害
の発症・維持が認められている。例えば，国外調査
（n=9,282）では，30歳代から 40歳代における 12か
月有病率は 1%前後（神経性大食症 0.7％，過食性障
害 1.5％）であること，30歳以降でも神経性大食症
や過食性障害の発症が認められることが示されてい
る（Hudson et al., 2006）。摂食障害は QOL（quality of 

life）の低下（Allen, Byme, Oddy, & Crosby, 2013），他
の精神疾患のとの併存（Hudson et al., 2006），自死リ
スクの増悪（Portzky, van Herringen, & Vervaet, 2014）
と関連することから，成人女性のメンタルヘルスの
維持・向上を図る上で，摂食障害群の症状の生起プ
ロセスを理解することは重要である。 
過剰な食事制限，過食，代償行為（パージング）
などに代表される食行動異常（disordered eating）は
摂食障害の主症状であるとともに，摂食障害の発
症に先行するリスク要因である（Jacobi, Hayward, 
de Zwaan, Kraemer, & Agras, 2004）。摂食障害と同様
に，国内外を通じて，成人女性を対象とした食行
動異常に関する知見は限られているが，成人女性に
おいても重篤な食行動異常が認められる。40歳代
女性（n=76）を対象とした調査（Srebnik, Comtois, 
Stevenson, Hoff, Snowden, Russo, & Ries, 2003）で
は，実施した食行動異常に関するスクリーニング検
査（Eating Attitudes Test-26; EAT-26, Garner, Olmted, 
Bohr, & Garfinkel, 1982）において，全体の 30%以上
がカットオフ値以上の得点を示すことが報告されて
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いる。同様のスクリーニング検査（EAT-26）を利用
した調査は国内でも行われている。20－ 39歳の女
性（n=3,023）を対象とした調査（上原・榊原 , 2015）
では全体の 2.4%，20－ 39歳の女性労働者（n=406）
を対象とした調査（Nakamura, Hoshino, Watanabe, 
Honda, Niwa, & Yamamoto, 1999）では全体の 1.5%が
カットオフ値以上を示すことが報告されている。一
方で，このスクリーニング検査（EAT-26）は神経
性無食欲症の症状に関する項目で主に構成され，神
経性大食症や過食性障害に関連する食行動異常に関
する項目が少ないことが特徴である（Gross, Rosen, 
Leitenberg, & Willmuth, 1986）。神経性無食欲症の発症
は 20歳代前半までに認められるのに対し，神経性大
食症や過食性障害の発症は 30歳代以降でも認められ
ること（Hudson et al., 2006）から，上記の国内調査
の知見は成人女性における食行動異常の傾向を適切
に把握できていない可能性がある。
現代の成人女性が呈する食行動異常を調査する意
義は上記の点以外にも挙げられる。例えば，国外調
査では食行動異常は加齢に伴い減弱することが報告
されている（Keel, Baxter, Heatherton, & Joiner, 2007）
が，成人女性を対象として，加齢に伴う食行動異
常の減弱を検証した国内の研究調査は少ない。ま
た，未婚や無子である成人女性は食行動異常を呈し
やすいことが認められている（Keel et al., 2007）。近
年，我が国における成人女性を取り巻く環境は変動
しており，女性の未婚率の上昇や晩婚化（厚生労働
省，2017a），出生率の低下（内閣府，2015），有配
偶無子女性の増加（村松，2011）等が報告されてい
る。このような国内の現状を踏まえると，現代の成
人女性において食行動異常が蔓延している可能性が
ある。実際，この推測に沿うように，30歳代から 40
歳代女性における「やせ（Body Mass Index（BMI）
<18.5）」の増加（厚生労働省，2017b），成人女性の
BMIの減少（吉池 , 2011）が確認されている。しかし，
食行動異常に関する国内における知見は，高校生や
大学生など青年女子を対象としたものが多く，成人
女性の食行動異常に関する知見は少ない状況にある。
これらの諸点を踏まえ，本研究では，20歳代から 40
歳代の成人女性が示す食行動異常について調査する
とともに，年齢との関連を検証すること目的とする。
食行動異常を呈する現代の成人女性の割合を検証す
ることにより，成人女性における食行動異常に対す
る予防的教育の重要性を明らかにできるだけではな
く，成人女性における食行動異常の更なる研究発展
が見込まれる。
なお，これまでの研究において，BMIは食行動異
常と関連すること（Goncalves, Silva, & Gomes, 2015）
が報告されていることを踏まえ，本研究では BMIの
影響を統制するため，BMIを測定し，分析モデルに
投入する。

方　　法

調査協力者

インターネット調査会社が保有するモニターであ
る 20歳代から 40歳代の成人女性 1500名（35.21±
7.70歳，範囲：23歳－ 49歳，20歳代 500名，30歳
代 500名，40歳代 500名，）を対象として，web調
査を 2018年 11月に実施した。対象者の居住地域は
47都道府県にまたがっていた（東京都 12.0％－山梨
県 0.1%）。対象者の職業は多岐にわたり，主に会社
員または公務員（574名），パート／アルバイト（315
名）であった。一部の対象者は無職であった（専業
主婦 369名，無職 93名）。なお，本調査の協力者には，
大学生および大学院生はいなかった。

調査材料

身長と体重　調査対象者の Body Mass Index（BMI: 
kg/m2）を算出するために，身長（cm）と体重（kg）
の回答を求めた。
食行動異常　先述したように，食行動異常の自己
評価式尺度として EAT-26は国内外を通じて利用す
されているが，過食に関する項目が少ない（Gross et 
al., 1986）。これを踏まえ，本研究では，食事制限，
過食，代償行為の評価が可能である食行動異常傾向
測定尺度（Abnormal Eating Behavior Scale: AEBS，山蔦・
中井・野村，2009）を使用し，食行動異常の程度を
評定した 1。本尺度は 3下位尺度（食事摂取コントロー
ル不能感，不適応的食物排出行動，食物摂取コント
ロール）19項目で構成される。下位尺度「食事摂取
コントロール不能感」は過食に関する 8項目，下位
尺度「不適応的食物排出行動」は代償行為に関する
5項目，下位尺度「食物摂取コントロール」は過度
な食事制限（以下，食事制限）に関する 6項目で構
成される。先行研究（山蔦他，2009）において，信
頼性とともに AEBSの妥当性が確認されている。回
答形式は 6件法（0：全くない－ 5：いつも）であり，
各下位尺度とも，得点が高いほど食行動異常が重篤
であることを表す。また，各下位尺度にはカットオ
フ値が設定されている（食事摂取コントロール不能
感：16点，不適応的食物排出行動：2点，食物摂取
コントロール：7点）。なお，本研究における各下位
尺度のα係数は経験的基準とされる .70以上であっ
た（食事摂取コントロール不能感：α =.901，適応的

1　食行動異常傾向測定尺度は，女子大学生を対象として開
発された尺度である（山蔦他 , 2009）。そのため，本研究の
対象者のデータに基づき当該尺度項目に関する因子分析を
行った。その結果，先行研究（山蔦他 , 2009）と同一の因子
構造を示した。なお，いずれの項目も複数の因子に負荷せ
ず（複数の因子に .35以上の負荷量を示さず），単一の因子
に .40以上の負荷量を示した。
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食物排出行動：α =.921，食物摂取コントロール：α
=.833）。

手続き

本研究の手続きは，神戸学院大学「人を対象とす
る医学系研究倫理委員会」の審査と承認を受けた。
統計解析にはPASW Statistics 18.0 （SPSS）を使用した。

結　　果

調査対象の体型

対象者の BMI（kg/m2）は 21.18± 3.85であった。
この数値は厚生労働省（2017b）が報告する国内女性
の BMIの平均の± 1SDの範囲内にある。各年代の
BMIも国内平均と大きな差は認められなかった（20
歳代：20.65± 3.45，30歳代：21.32± 4.06，40歳代：
21.58± 3.95；Table 1）。
日本肥満学会が示す基準（肥満度）に基づき，や
せ（BMI<18.5），普通（18.5≦ BMI<25），肥満（BMI
≧ 25）に分類したところ，18.1％（272名）が「や
せ」，70.8％（1062名）が「普通」，11.1％（166名）
が「肥満」に該当した（Table 1）。各年代別で「やせ」
に該当した女性の割合は，いずれの年代でも 20%弱
であった（20歳代：19.4％，30歳代：16.8％，40歳代：
18.2％）。

食行動異常と年齢，BMI の関連

　年齢，BMI，および各食行動異常の内部相関お

よび年齢と BMIとの相関を Table 2に示す。食行動
異常の内部相関では，いずれも中程度の正の相関が
認められた（r=.419～ .520, p<.001）。各食行動異常
は年齢との間に弱い負の相関が認められた（過食：
r=-.118，代償行為：r=-.119，食事制限：r=-.090, いず
れも p<.001）。過食のみ BMIとの間に正の相関が認
められた（r=.165, p<.001）。

重篤な食行動異常を示す割合と年齢段階との関連

各食行動異常の尺度（AEBSの下位尺度）において，
カットオフ値以上の得点を示した者の割合を Table 3
に示す。過食については対象全体の 21.1％（316名），
代償行為については 15.5％（233名），食事制限につ
いては 30.2％（453名）がカットオフ値以上の得点を
示した。なお，対象全体の 8.4％（126名）は 2種類
の食行動異常で，8.0％（120名）はいずれの食行動
異常でもカットオフ値以上の得点を示した（Table 3）。

BMIと年齢段階（20歳代が基準）を独立変数，各
食行動異常の重篤度（カットオフ値以上／未満）を
従属変数とする二項ロジスティック回帰分析の結果
を Table 4に示した。いずれの食行動異常において
も，20歳代に対して 40歳代のオッズ比が有意に低
かった（過食：OR=0.62，代償行為：OR=0.61，食事
制限：OR=0.70，すべて p<.01）。なお，従属変数が
いずれの食行動異常の場合でも，モデル係数のオム
ニバス検定は有意水準を満たすとともに（χ2>9.41，
p<.05），モデルの適合度も保証された（χ2<.607, n.s.）。

M SD

全体（1500名） 21.18 3.85 18.1% （272名） 70.8% （1062名） 11.1% （166名）

20歳代（500名） 20.65 3.45 19.4% （97名） 74.2% （371名） 6.4% （32名）

30歳代（500名） 21.32 4.06 16.8% （84名） 70.4% （352名） 12.8% （64名）

40歳代（500名） 21.58 3.95 18.2% （91名） 67.8% （339名） 14.0% （70名）

やせ 普通 肥満

肥満度BMI

Table 1　対象者の BMIと肥満度の分布

Table 2　各変数の平均値と標準偏差，各変数間の相関

M SD

1 年齢 － 35.21 7.70

2 BMI .098 * － 21.18 3.85

3 過食 -.118 * .165 * － 9.62 7.91

4 代償行為 -.119 * -.049 .508 * － 1.20 3.38

5 食事制限 -.090 * -.015 .419 * .520 * 5.19 5.14
* p <.001

1 2 3 4
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考　　察

BMI と「やせ」の割合

本調査に参加した成人女性の BMIは厚生労働省
（2017b）が報告する成人女性の BMIの平均値（20－
29 歳：20.9 ± 2.2，30 歳 代：21.5 ± 3.2，40 歳 代：
22.3± 3.2）の± 1SDの範囲内にあった。この結果
から，本研究のサンプルは国内の標準的な成人女性
であると思われる。「やせ」の割合についても，本調
査対象者の 20歳代および 30歳代の「やせ」の割合
は国内データ（20歳代：20.7％，30歳代：16.8％，
厚生労働省，2017b）と近似していた。一方，本研究
では，40歳代女性の「やせ」の割合は，報告されて
いる国内平均（11.2%, 厚生労働省 , 2017b）よりもや
や高い数値であった。この原因は本研究のみから明
らかにすることができないが，本研究では，都市部
に在住する対象者の割合が高かったことがその一端
にあるかもしれない。

重篤な食行動異常を示す割合

それぞれの食行動異常において，全体の 15～ 30％
がカットオフ値以上を示した。国内知見では，成人
女性を対象とした食行動異常に関する疫学調査がほ
とんどないため，本研究の結果を比較することは難
しいが，本研究の結果は 20歳代～ 40歳代の成人女
性における食行動異常の蔓延を反映しているとも考

えられる。社会における摂食障害や食行動異常の蔓
延化の背景の一つとして，痩身理想や痩身への価値
観の高さがあるとの指摘がなされて久しいが（Hogan, 
& Strasburger, 2008; 中 井 , 2010; Smolak, & Chun-
Kennedy, 2013），近年，海外において過剰なやせ状態
にあるファッションモデルの活動が禁止されるなど，
過度な痩身に対する価値観が抑制される動向が見ら
れる。しかし，本研究が示した重篤な食行動異常を
呈する（AEBSの各下位尺度でカットオフ値以上の
得点を示す）成人女性の割合を鑑みると，女性の社
会進出が進む現代社会において，痩身理想をはじめ
とする痩身理想や痩身に対する価値観が依然として
根強く維持されている可能性があると思われる。そ
れゆえ，摂食障害群の先行要因である食行動異常に
対する予防的介入（心理教育など）や食行動に関す
る健康教育は，青年期にある女子のみならず成人女
性に対しても必要であると考えられる。

食行動異常とBMI の関連

BMIは過食のみと関連し，過食に関する食行動異
常が強い成人女性ほど BMIが高かった。さらに，二
項ロジスティック回帰分析においても，BMIはカッ
トオフ値以上の過食を説明する変数であった。通常，
食物の摂取量が増えれば，摂取するカロリーは相対
的に増加することから，過食をする頻度が多い成人
女性ほど BMIが高いことは想像するに難くない。一
方，国外の縦断調査では，BMIは将来の過食傾向を

95%
信頼区間

95%
信頼区間

95%
信頼区間

30歳代 0.92 (0.68-1.23) 0.90 (0.65-1.26) 0.89 (0.69-1.17)

40歳代 0.62 * (0.45-0.85) 0.61 * (0.43-0.87) 0.70 * (0.53-0.92)

BMI 1.06 * (1.02-1.09) 0.98 (0.95-1.02) 0.99 (0.96-1.02)

従属変数

OR: オッズ比　　* p< .01

Table 4   二項ロジスティック回帰分析の結果

OR

過食

OR

代償行為

OR

過度な食事制限

年齢(基準：20歳代)

Table 4　二項ロジスティック回帰分析の結果

Table 3　 カットオフ値以上を示す割合

全体（1500名） 21.1% （316名） 15.5% （233名） 30.2% （453名）

20歳代（500名） 23.6% （118名） 18.2% （91名） 33.6% （168名）

30歳代（500名） 22.8% （114名） 16.6% （83名） 31.0% （155名）

40歳代（500名） 16.8% （84名） 11.8% （59名） 26.0% （130名）

過食 代償行為 過剰な食事制限
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予測すること（Lowe et al., 2019），過食は自身の体型
に対する不満，痩身願望，過度な食事制限により引
き起こされること（Stice, 2001）が実証されている。
このことから，本研究が示した BMIと過食の関連に
は，BMIと過食の双方向的な因果性が潜在している
ことが推測される。しかし，国内では，BMIが食行
動異常に及ぼす影響に関する前向き（prospective）調
査はほとんどなされていない。そのため，今後，縦
断調査を実施し，BMIと食行動異常の関連を検証す
る必要がある。

BMIと他の食行動異常（代償行為および食事制
限）との間には，有意な相関は認められず係数自体
も微弱であった。さらに，ロジスティック回帰分析
でも，BMIはカットオフ値以上の代償行為と食事制
限を説明する変数ではなかった。この結果を支持す
るように，痩せている／やや痩せている成人女性（20
－ 50歳代）の約 18%，標準的な体重の成人女性の
およそ 30％がダイエット行動を行っていることが示
されている（株式会社ファンケルヘルスサイエンス，
2014）。これに関連して，20歳代から 30歳代女性に
おいて，肥満状態（Body Mass Index（BMI）>25）に
ある女性の割合は 1割から 2割程度であるにも関わ
らず，およそ半数が自身の体型を「太り気味」と評
価していることが報告されている（20歳代：44％，
30歳代 53％，40歳代：59.4％，厚生労働省，2009）。
この結果は近年の調査でも再確認されている（株式
会社ワコール，2012；厚生労働省，2014）。本研究を
含め，これらの知見から，体重や体型に関わらず，
国内の成人女性（20~40歳代）は不健全な行為を含
め体重減少への努力を日常的に行っている可能性が
あると考えられる。

食行動異常と加齢の関連

先行研究において，食行動異常は加齢に伴い減弱
することが報告されていた（Keel et al., 2007）。これ
に沿うように，本研究においても，食行動異常と年
齢の間には負の相関が認められたが，相関係数自体
は微弱なものであった。このことから，20歳代～ 40
歳代の女性において，加齢に伴い食行動異常が顕著
に減弱するとは言い切れないと考えられる。
年代と重篤な食行動異常を示すリスクの関連を検
討したところ，いずれの食行動異常においても，重
篤な食行動異常を示すリスクは 20歳代と 30歳代
で同程度であった一方で， 20歳代に比べ 40歳代で
は重篤な食行動異常のリスクが 60~70％に抑えられ
た。この結果は，20歳から 30歳代において重篤な
食行動異常を呈するリスクには変動は見られないが，
40歳代に移行するとそのリスクは減弱することを示
している。食行動異常は加齢に伴って減弱する知見
（Keel et al., 2007）はあるものの，上記の相関分析の
結果に沿うように，この結果は成人女性における加
齢に伴う食行動異常は単調減少しないことを示唆し

ている。一方で，20歳代と 30歳代で維持された重
篤な食行動を呈するリスクが 40歳代になると低下す
る理由については，本研究のみからでは明らかにす
ることはできない。それゆえ，今後，さらなる調査
が必要である。

臨床的示唆

本研究では，20歳代から 40歳代女性の 20%程度
に食行動異常が認められた。特に，20歳代女性の 3
人に 1人が過剰な食事制限を行っていた。さらに，
BMIと過剰な食事制限の間には，有意な関連が認め
られなかった。これらを踏まえると，現代の成人女
性の一部は自身の体重や体型に関わらず，過剰な食
事制限を日常的に行っている恐れがある。ダイエッ
ト行動は摂食障害のリスク要因であり（Stice, Gau, 
Rohde, & Shaw, 2017），食行動異常は抑うつ症状など
のメンタルヘルス不調と関連すること（Hudson et al., 
2006）から，現代の成人女性における心身の健康の
保持・増進を図る上で，心身の健康保持を目的とし
て行われる定期健康診断やストレスチェック制度の
ように，成人女性の食行動異常を定期的にモニター
するシステムが必要であると思われる。

本研究の限界

本研究の限界を述べる。本研究は横断調査である
ため，食行動異常と加齢の関連は横断調査ゆえの結
果である可能性がある。そのため，縦断調査を実施
し本研究の結果を再検証する必要がある。また，本
研究では，調査対象者に対して配偶者の有無や出産
経験の回答を求めなかった。先行研究において，婚
姻状況や子どもの有無は成人女性の食行動異常の程
度に効果を及ぼすことが報告されている（Keel et al., 
2007）。本研究ではこれらの影響を排除できていない
ため，本研究結果の解釈は限定的にならざるを得な
い。今後，より詳細な成人女性のデモグラフィック
変数を把握した調査が必要である。最後に，本研究
では，食行動異常と関連する心理社会的な変数（体
型不満や情動調整方略など）を評価していない。そ
のため，今後の研究では，心理社会的要因と食行動
異常の関連を検証し，成人女性における食行動異常
のリスク要因を検討することが望まれる。
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